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第３期科学技術基本計画の下での取組み

地震・噴火・洪水等の被害を軽減するための技術

交通事故・テロ等から国民を守るための技術

１．防災・減災対策、公共交通の安全確保、社会インフラの効率的な

維持、国際競争力の強化、環境保全など、社会・国民のニーズに

即した課題の解決に直結した技術開発への重点投資が必要。

３．具体的には、以下について積極的に取り組んでいく。

２．科学技術の成果を社会・国民に還元するため、個々の要素技術を

すりあわせ・統合し、高度化することにより、課題解決に結びつける、

いわゆる 「社会的技術」 について取組む。

（１）防災・安全

（２）基盤再生・革新

（３）環境
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既存のインフラや建物を診断、解体、再生するための技術

社会基盤等の高度化による競争力の確保、海洋利活用のための技術

環境負荷の小さい地域社会を形成するための技術

自然環境・都市環境を保全・再生・創造するための技術



地球温暖化対策への貢献

我が国のＣＯ２排出量の約半分に関連。

国土交通省は、「京都議定書目標達成計画」（平成17年4月）に基づき約6,000万t-CO2の温室効果
ガスの排出抑制に取組。国民のくらしに関わる分野で大きな役割。

→目標達成のため、省エネルギー化など課題解決に直結した科学技術への重点投資が必要。

（
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門
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輸
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門
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粋
）
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運輸部門

自動車単体対策及び
走行形態の環境配慮化

約８２０万ｔ（※）

交通流対策
約５１０万ｔ

物流の効率化
約８４０万ｔ

公共交通機関の利用
促進等 約２８０万ｔ

約2,450万ｔ-CO2削減

（下記は国土交通省以外の担当分野を一部含む）

道路整備
従来施策であり、2010年
のCO2排出量算定の前提

全体削減量1,100万t FY2002実績26,100万t→FY2010目標25,000万t

自動車交通対策

環境負荷の小さい交通体系の構築

（※） トップランナー基準による

削減量については、これまで
に実現した分を含めて
約２，1００万ｔ-CO2削減

約3,400万ｔ-CO2削減

民生部門 全体削減量6,100万t FY2002実績36,300万t→FY2010目標30,200t

断熱性の向上

住宅対策

空調設備等の
効率化

建築物対策



海運グリーン化総合対策海運グリーン化総合対策

（具体的な実施事項・計画等）

① モーダルシフト促進技術の開発

天候不順による欠航等を抑制し、定時性・速達性

を確保した高効率船の開発など

② 船舶からのCO2排出抑制技術の開発
エンジン廃熱回収によるエネルギーの効率利用
技術(スターリングエンジン)、船体の摩擦抵抗低
減デバイスの開発、IT技術を活用した最適航路
選択支援システムなど

（実施期間）

実施期間：平成18年度～23年度

（研究の目的・方向性）
2010年までに二酸化炭素(CO2)排出量約
140万トンの削減を目標とする「海運グリー
ン化総合対策」を推進するため、モーダル
シフト促進技術及び船舶からのCO2排出
抑制技術の開発を行う。

CO2

効率物流システムの解明
コスト低減に加え、リードタイムも
短縮等も実現する物流システム

高効率船の開発
欠航が少なく・定刻どおりに運航可
能な船舶(荒天下でも高い航行性能を
発揮するペンタマラン船型など)

エンジン廃熱回収技術
(スターリングエンジン)

推進システムの効
率化

最適運航(海象適応航法)

船速 12.2ノット
出力 85％
通過時刻 23:45

鹿島

新潟

船速 11.8ノット
出力 72％
通過時刻 10:10

船速 11.0ノット
出力 58％
通過時刻 20:10

到着時刻 06:30

船速 12.0ノット
出力 76％
通過時刻 04:20

モーダルシフト促進技術の開発

船舶からのCO2排出抑制技術の開発

モーダルシフト
の促進

新技術の開発

新技術
の導入支援

新技術を導入した船舶に対する特別償却制度
新技術導入に係る規制の見直し

×

海運グリーン化総合対策
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住宅・建築物・ヒートアイランド・街区等に関する

総合的な環境性能評価手法の開発・普及

住宅・建築物・ヒートアイランド・街区等に関する

総合的な環境性能評価手法の開発・普及

（具体的な実施事項・計画等）
① 設計段階での新築建築物用評価ツールは実用段階。
・地方公共団体の届出・公表制度への活用（名古屋市、
大阪市、横浜市、京都市）。
・民間企業による建築物の環境格付けに活用。

② 運用段階での既存建築物用評価ツール、改修段階
の評価ツール及びヒートアイランド現象緩和のための建築物に
おける対策の効果の客観的評価のためのツールを完成、公表
済み。

③ 今後、街区レベルや戸建住宅に適用可能な評価ツール等の
研究開発を推進。

（実施期間・予算額）

実施期間：平成13年度～17年度（今後も継続予定）
平成１７年度：２，９６１（百万円）の内数

（研究の目的・方向性）
市場における国民や企業の選択行動を通じて、環
境負荷を低減するための取組が促進されるよう、
市場の基盤整備等を図るため、建築物の総合的な
環境性能評価手法の開発・普及を行う。

１．環境品質･性能と環境負荷の低減性を評価

２．総合評価によるラベリング(環境性能格付け)

環境品質･性能環境品質･性能

Q Q (Quality)(Quality)

環境負荷環境負荷
L L (Load)(Load)

仮想境界

BEE=

敷地境界

境界から外部
への騒音、廃熱、
排水など

資源消費、
CO2排出など

敷地外への
土壌汚染

室内環境
サービス性能
室外環境

エネルギー
資源・マテリアル
敷地外環境
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S

名古屋市における
一般的な建築物

環境性能に非常
に優れた建築物



住宅用燃料電池の導入最適化に向けた技術開発
【単体の技術開発から住宅への設置、最適制御を考慮した総合的技術開発へ】

住宅用燃料電池の導入最適化に向けた技術開発
【単体の技術開発から住宅への設置、最適制御を考慮した総合的技術開発へ】

（具体的な実施事項・計画等）
① セントラル設置の水素製造装置の開発
② 戸別設置の高効率な小型燃料電池システム
の開発
③ 電気負荷、熱負荷等に応じた最適制御システ
ムの開発

（実施期間・予算額）

実施期間：平成17年度（今後も継続予定）
平成１７年度：２，９６１（百万円）の内数

（研究の目的・方向性）
住宅への燃料電池の導入により民生部門の
エネルギー消費の削減を図るため、新築住宅
着工戸数の約半分を占める集合住宅において
効果的と考えられる水素配管による燃料電池
コージェネレーションシステムの技術開発を行う。
特に、燃料電池単体の技術開発ではなく、
集合住宅の狭いスペースへの設置やエネル
ギー負荷に応じた制御システムの開発など、
実態に即した総合的技術開発を目指す。

１．小型セントラル水素製造装置の開発

３．電気負荷、熱負荷等に応じた最適制御システムの開発

ﾒｰﾀーｽﾍﾟｰｽ

600

2250

600

燃料電池ﾕﾆｯﾄ

ﾎﾞｲﾗｰ

W300 x D440 x H1250

貯湯ﾀﾝｸ 配管ｽﾍﾟｰｽ

燃料電池本体

ｲﾝﾊﾞｰﾀ

ﾒｰﾀーｽﾍﾟｰｽ

600

2250

600

燃料電池ﾕﾆｯﾄ

ﾎﾞｲﾗｰ

W300 x D440 x H1250

貯湯ﾀﾝｸ 配管ｽﾍﾟｰｽ

燃料電池本体

ｲﾝﾊﾞｰﾀ

２．戸別設置の高効率な小型燃料電池システムの開発

各戸負荷データ蓄積と予測

・
・
・
・

暖房負荷
給湯負荷
ﾃ ﾞｼ ｶ ﾝ ﾄ負 荷
電 力負荷

セントラル
水素製造装置
＊製造量指令

蓄電池 水素貯蔵量

電力貯蔵量

水素バッファタンク

各戸PS設置
一体型システム
＊熱電比調整指令
＊電力、排熱出力指令
＊排熱温度出力指令

各戸

各戸

各戸
蓄電池システム
＊充放電指令

パイプシャフトに設置できるよう
に構成部品を小型化

短時間起動、停止の実現 等

 

改質器  
P 

PSA 
天然ガス 水素  

水素バッファタンク  

オフガス  

ポンプ

不純物
吸着装置

CO2等のガスの有効利用

※当該技術開発は、民間事業者等による提案を外部
有識者等による委員会において審査し、その結果採択
されたものとして行うものである。

5



持続可能な社会構築を目指した建築性能評価・対策技術の開発持続可能な社会構築を目指した建築性能評価・対策技術の開発

（具体的な実施事項・計画等）

① 建築物の運用時エネルギー消費実績データ
の詳細な調査・分析を行う。
② 実績データの分析検討に基づくLCCO2算定標準
の研究・開発を行う。
③ 対策技術の負荷低減効果の評価に関する技術資
料整備を行う。（既存技術の評価、新エネルギー技術の建築物への
適用に関する検討）

④ 負荷低減対策技術選択のための設計支援システ
ムの開発

（実施期間・予算額）

実施期間：平成16年度～18年度
平成１７年度：１６１（百万円）の内数

（研究の目的・方向性）
環境負荷が小さい建築物の供給促進を目的
に、建築物のCO2排出量の算出・評価手法、
負荷低減対策技術と設計手法の研究開発を
行う。
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M D
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M A
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Ctotal
L C

Mtotal
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LCCO2、LCWの排出負荷
総量の算出・評価手法
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LCCO2、LCWの排出負荷
総量の算出・評価手法

Ⅰ. ＣＯ２ ･廃棄物の排出負荷の算出・評価技術の開発
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Ⅲ.環境性能向上対策技術の開発Ⅱ.設計支援システムの開発

（要素技術）
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設計・計画段階における最適な
技術選択の情報活用手法の提案

（システム技術）

燃料電池 貯湯 タンク 蓄電 装置

太陽電池

給湯

燃料電池 貯湯 タンク 蓄電装置

太陽電池

給湯

新エネルギー、
IT利用技術

（システム技術）

燃料電池 貯湯 タンク 蓄電 装置

太陽電池

給湯

燃料電池 貯湯 タンク 蓄電装置

太陽電池

給湯

新エネルギー、
IT利用技術

「環境負荷積算」の確立のための手法標準と評価データの整備

環境負荷評価
のためのデータ
拡充・整備

構成材の資源
インベントリ
作成のルール化

環境性能向上、排出負荷低減のための
技術資料（技術ライブラリ）の整備

CADと連動する負荷量算出システム

建築主、事業主体への環境性能向上技術普及
持続可能な社会の構築

評価手法の建築設計への適用 対策技術の低減効果評価

対策技術開
発の促進

低減技術
メニュー
の提示

資材製造 建設 供用 解体資材製造 建設 供用 解体資材製造 建設 供用 解体

 

使用  

リサイクル

燃料電池
など

開口部

資源循環材料・部材

 

使用  

リサイクル

燃料電池
など

開口部

資源循環材料・部材

Ⅳ.建築物環境性能向上ガイドライン

建築物の設計・計画時における評価手法・技術活用のマニュアル、及び、地方自治体等
における促進・誘導施策実施の手法マニュアルの整備・提案

建築主、事業主体への環境性能向上技術普及による持続可能な社会の構築

※この研究開発プロジェクトでは、CO２排出量に加え、廃棄物の排出量についても対象
としている。


